
地方創生地方創生地方創生地方創生へのへのへのへの取組状況取組状況取組状況取組状況

◇地域の面的再生への参画

取引先企業自 治 体
事業内容の適切な把握、
課題解決策の提案・実⾏

多様で幅広い関係者
県・⼤学・⺠間事業者・商⼯会議所県・⼤学・⺠間事業者・商⼯会議所

ＮＰＯ法⼈・政府系⾦融等

総合戦略各施策
への支援等

連携 協働

グループ

本 部 営業店 ちばぎん総研 他
グループ会社

地⽅創⽣部会
部会⻑ 営業本部⻑
主管部 地⽅創⽣部

「まち・ひと・しごと創⽣
総合戦略」への対応事項に
関する目標設定、施策の
⽴案・実施

取引先企業の事業性評価に
基づく融資や助言等に関す
る事項の目標設定、施策の
⽴案・実施

事業性評価部会
部会⻑ 営業本部⻑

主管部 法⼈営業部

地⽅創⽣・地域活性化委員会地⽅創⽣・地域活性化委員会
(委員⻑ 頭取 副委員⻑ 副頭取)

報告 指示 報告 指示

連携協定連携協定

千葉市、君津市、南房総市、館⼭市、鴨川市、鋸南町
勝浦市、いすみ市、銚子市、旭市、富津市、柏市
⽩井市、匝瑳市、御宿町、茂原市、市川市、流⼭市自

治
体

千葉県商⼯会議所連合会、千葉県商⼯会連合会
千葉県税理⼠会、⽊更津⼯業⾼等専門学校
㈱地域経済活性化支援機構（ＲＥＶＩＣ）

自
治
体

以
外

地方創生の推進態勢 地方創生への取組み

1

○ 広域ちば地域活性化ファンド
○ちばぎん地⽅創⽣融資制度
○地⽅創⽣私募債｢みらいはぐくみ債」
○ちばぎんリバースモーゲージ型住宅ローン
○空き家対策支援ローン

関連商品

自治体への協⼒・支援等自治体への協⼒・支援等
・推進組織への参画
47自治体（県を含む全55自治体中）

・「地⽅版総合戦略」策定等コンサル (ちばぎん総研)
12自治体

・交付⾦事業調査・策定等コンサル (ちばぎん総研)
・協議会等のプラットフォーム設⽴支援・参画
・「地⽅版総合戦略」の効果検証組織への参画

27

年
度
28

年
度
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地⽅創⽣セミナー
地⽅創⽣ＩＣＴカンファレンス
移住・定住セミナー
地域包括ケアシステム構築セミナー
ＣＣＲＣ(⽣涯活躍のまち)セミナー
アグリビジネススクール
免税店化普及・促進セミナー
クラウドファンディング活用セミナー
伝統工芸革新セミナー 他

セミナー

地方創生地方創生地方創生地方創生へのへのへのへの取組状況取組状況取組状況取組状況

首都圏バイヤー＆シェフ
チャレンジ

ちばぎんビジネスマッチング
商談会inウランバートル ちばぎんアグリ商談会 FOODEX JAPAN 地⽅銀⾏フードセレクション

商談会

派遣先 役職 主な業務
千葉県産業振興センター
(千葉県プロフェッショナル⼈材戦略拠点)

マネージャー
サブマネージャー 企業のプロ⼈材採用支援

千葉県産業振興センター
(チャレンジ企業支援センター)

プロジェクトマネー
ジャー 有望企業創出・成⻑支援

千葉県産業振興センター
(東葛テクノプラザ)

ｲﾝｷｭﾍﾞｰｼｮﾝ
マネージャー ベンチャー企業支援

千葉県中⼩企業再⽣支援協議会 統括責任者
統括責任者補佐 企業再⽣支援

千葉県経営改善支援センター 支援センター⻑ 経営改善支援

千葉県事業引継ぎ支援センター 統括責任者 事業承継支援

㈱地域経済活性化支援機構 代取社⻑ 地域経済活性化支援

⽊更津市産業・創業支援センター センター⻑
副センター⻑

創業・起業支援
経営アドバイス

船橋商工会議所
(共同ビジネスマッチング事業推進室)

プロジェクトマネー
ジャー 販路拡⼤支援

⼈材派遣
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地方創生地方創生地方創生地方創生へのへのへのへの取組状況取組状況取組状況取組状況

広域連携促進に向けた取組事例

観光用レンタサイクルの寄贈

館山市・鴨川市・南房総市・鋸南町

南房総地域観光連携 北総地域観光連携

銚子市・香取市・成田市・佐倉市
東庄町・神崎町・酒々井町

市原市・⼤多喜町・いすみ市

⼩湊鐵道・いすみ鉄道・JR久留⾥線等の地域資源を地域活性化につなげる
取組みに対して、イベント情報の発信等を通じて協⼒を⾏いました。

市原市・君津市

ローカル鉄道沿線自治体の広域連携事業に協⼒

地域のグランドデザインづくりに向けた提言活動

千葉県内の各地域の特性を活
かした成⻑戦略の策定や、今後
の地⽅創⽣の深化に向けた取
組みの⽅向性について提言。

調査:㈱ちばぎん総合研究所
写真右 2016年

続「千葉県創⽣」戦略プラン
写真左 2015年

「千葉県創⽣」戦略プラン

平成27年12月 まち・ひと・しごと創⽣本部に「特徴的な取組事例」として取上げられました。
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関連商品
地方創生地方創生地方創生地方創生へのへのへのへの取組状況取組状況取組状況取組状況

地⽅創⽣私募債(愛称:みらいはぐくみ債)

●寄贈品例
楽器、臼・杵、文学書籍、ボール、手引きリアカー
運動マット、集会用テント、タブレット端末
バスケットゴール、プロジェクター・スクリーン、ひな壇セット等

●寄贈品例
楽器、臼・杵、文学書籍、ボール、手引きリアカー
運動マット、集会用テント、タブレット端末
バスケットゴール、プロジェクター・スクリーン、ひな壇セット等

「みらいはぐくみ債」寄贈品の贈呈式

寄贈先の指定

お取引先
(私募債発⾏) 学 校

私募債の
発⾏・引受

引受
手数料

教育関連物品の寄贈

� 寄贈品 : 学校が希望する教育に資する物品
※引受手数料の一部で当⾏が購入

� 商品内容
本商品は教育環境の整備を通じて、地域社会へ貢献
していくことを目的に、当⾏が私募債の発⾏企業から受
取る引受手数料の一部で教育関連の物品を購入し、
発⾏企業の指定する学校に寄贈するものです。
お取引先と共に、地域の将来を担う⼈材の育成支援
を通じて地域の活性化に取組んでいきます。

取 扱 期 間 H28.6.1〜H28.9.30
発⾏上限額 当初 30億円 ７月 60億円へ引上げ

８月 100億円へ引上げ

取 扱 期 間 H28.6.1〜H28.9.30
発⾏上限額 当初 30億円 ７月 60億円へ引上げ

８月 100億円へ引上げ

寄贈品(例)
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セミナーの様子 NPO法⼈・移住経験者による講演等

「地元不動産会社の相談会」「地元企業等による会社説明会」

自治体・NPO法⼈による相談会

� 多くの自治体が重要施策として位置付けている「移住・定住」施策は、
「しごと」「子育て」「まちづくり」などの他施策と密接な関連性があり、地域
の魅⼒を総合的に向上させ外部に発信していく取組みでもある。

� 当⾏では自治体施策の実効性を高めることを目的として、東京⽇本橋を
会場として「ちばぎん移住・定住セミナー」を開催。

� セミナー開催にあたっては、地域紹介や移住者の体験談に加え、移住者
に関心の高い「しごと」や「住まい」をテーマとして、地元企業の「会社説明
会」(※1)や、「空き家・売り貸し情報」相談会、自治体の相談窓⼝や
当⾏の住宅ローン相談など、地域の多様な関係者が連携して対応。

※1 「会社説明会」は職業安定法上から「会社紹介の範囲」で実施。

・H28年7月
「ちばぎん移住・定住セミナー２ in⽇本橋」 【ﾃｰﾏ：南房総・勝浦で新しい住まいを持つ】

○参加者53名
対象地域：南房総市・勝浦市
運営参加：自治体・ＮＰＯ法⼈・移住経験者・地元不動産会社９社

当地進出企業1社(※3)
※3 都内ＩＴ企業 閉鎖保育園を活用し南房総市に事業拠点設置

)     

セミナー参加者の移住実績(H28年9月末現在)       
◎移住済 ４組６名

うちセミナー参加企業への就職２名、
セミナー参加不動産会社の賃貸仲介２件)     

◎二地域居住開始 １組２名
●移住予定 １組２名 (土地購入済)

地方創生地方創生地方創生地方創生へのへのへのへの取組状況取組状況取組状況取組状況 セミナー
ちばぎん移住・定住セミナー

・H28年3月
「ちばぎん移住・定住セミナーin⽇本橋」 【ﾃｰﾏ：移住者に聞く暮らしと仕事】

○参加者61名
対象地域：館山市・いすみ市
運営参加：自治体・ＮＰＯ法⼈・移住経験者・取引先企業10社(※2)
※2 参加企業の主業種 建設・介護・病院・宿泊・運送・通信・不動産等
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認識すべき情勢

中央会

着実な実践サポート

連合
会・
農林
中金

農業情勢
減少する農業生産と食料自給率の低

迷
低迷する米価と過剰作付日本農業を脅かすTPPを巡る動向

一般情勢 JA情
勢

組合員
の減少

による
組織
基盤
の弱
体化

●中期
計画
への
反映
と工
程

表
の
作
成

●行動
計画
の策
定

●進捗
管理
の徹
底

求められ
るより

強固
な財
務基
盤

内部管
理態勢

・ガバ
ナン
スの
強化

遠いデフレ脱却への道のり

 　 現場の声を無視した農協改革

          地方創生におけるJAの役割の強化

           JAグループ自己改革の実践

サポ
ート

●JA地域農業振興計画の策定・実践
●JA総合力を発揮した担い手への個別支援
体制の確立
●農業者の所得増大のための取り組み
●安全・安心な農産物の生産と安全な農作業の
取り組み

●JA総合事業に求められる機能・役割
●JAの仲間づくり

●経営基盤の拡充
●協同組合運動を担う人づくりの充実
●自己改革の実現を目指した組織再編の取り組み

地域の活性化
農業者の所得増大
農業生産の拡大

自己改革の実践を支える
JAの経営基盤

第３６回 ＪＡ千葉県大会議案概要
食
と
農
を基

軸と
して
地域に根ざした協同組合として

のＪＡ

～更
なる安

全・安心・信頼への挑戦～

基 本 方 向
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